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22 章剣生「行政徴収程序論―以集体土地徴収為例」東方法学 2009 年 2 期 22 頁以下、黄学賢・





























































































の後、法律のレベルで 1989 年の旧都市計画法を経て、2007 年の都農計画法23（中国
語：「城郷規劃法」。2015 年改正）により確立することとなった。 























                                                  
23 条文の和訳は、中国総合研究所・編集委員会編『現行中華人民共和国六法』（1988 年、ぎょうせ

























詳細計画の案を作成することもできる（都農計画法 21 条）。 
２ 事業施行のプロセス 
都市計画区域で事業を施行する際に、事業者は、まず、政府所属の投資主管部門か










については、規制の弱い届出手続が適用されることになる。2014 年 5 月 14 日に国家
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めに、国家発展改革委員会が「政府核准和備案投資項目管理条例」を起草した。2015 年 6 月 12 日
から 6 月 22 日にかけて、同条例の案については意見公募手続が行われた。 


























家屋収用条例 13 条 3 項は、「家屋が法の定めるところにより収用された場合、（その
家屋の所在する）国有土地の使用権が同時に回収される」と定めている。土地管理法


























































芒「論我国目前公衆参与的制度空間―以城市規劃聴証会為対象的粗略分析」中国法学 2004 年 3
期 52－53 頁参照）。 
32 張維功「我国城市規劃委員会制度創新実践比較」2008 年中国城市規劃年会（2008 年 9 月 19－21



















的詳細計画と建設工事の設計案を決定しようとする場合である（40 条 1 項）。 
 ところが、実際の運用において、行政許可法（2003 年）34に基づく聴聞会の開催な
しに当該計画許可をしたことが違法であるか否かが争われた事案が少なくない。中国











多発している。これらの行政事件の特徴は次の 4 点挙げられる35。第 1 に、多くの事
件の起因は民事法上の相隣権の被害にある。第 2 に、多数の住民による団体訴訟の特
色が鮮明である。第 3 に、住民の訴訟能力の低下が裁判のコストを増大させている。
                                                  
象的分析」姜明安編『行政法論叢（第 12 巻）』（法律出版社、2009 年）380 頁参照。 
34 中国の行政許可法の和訳については、上杉信敬「中国の行政許可法の制定（2003 年）」東亜経済
研究 63 巻 2・3 号（2005 年）239 頁以下参照。 
35 北京市朝陽区人民法院行政庭「関于審理城市規劃行政許可案件有関問題的調研報告」法律適用
































                                                  





第 2 に、補償契約の締結が一定の比例（少なくとも 80％）に達しないと、収用決定が執行されな
くなる。しかし、このような参加の対象事業が旧市街地開発事業に限定されている。 
37 事件の概要については、暁舟「小谷囲芸術村之痛」時代潮 2004 年 12 期 49 頁、艾莉「誰来拯救






しかしながら、2003 年 4 月 18 日、谷囲山荘と臨江苑の所在する国有土地の使用権
を回収する旨の通知が、突然、広州市国土資源及び住宅管理局から出された。8 月 29
日、小谷囲芸術村の三つの住居地域にある建物等の撤去が 2004 年 4 月 29 日まで完了
しなければならない旨の収用決定が公告された。これに対して、多くの建物所有者は、
行政不服申立と行政訴訟を提出したが、収用決定の取消請求を拒否された。結局、2004











 （２）一連の PX 反対事件 










                                                  
38 これらの事件の概要については、劉向暉・周麗娜「歴史的鑑証―厦門 PX 事件始末」中国新聞
周刊 2007 年 4 期 52 頁、鄧益輝「大連 PX 事件陰霾初散」民主与法制時報 2011 年 8 月 22 日 A01
版、「寧波市民反対 PX 事件始末：附近村庄長期受化工之害」
http://news.sina.com.cn/green/news/roll/2012-11-16/095825593826.shtml（最終閲覧日 2016 年
10 月 20 日）、王秀娟「昆明 PX 事件」中国石油石化 2013 年 11 期 20 頁、劉向南「茂名 PX 事件始









































































計画案の作成段階での公聴会の開催等（16 条 1 項）、計画を決定しようとするときの
計画案の縦覧（17 条 1 項）と意見書の提出（同条 2 項）及び都市計画審議会（以下、
「都計審議会」という）の審議（18 条 1 項・2 項、19 条 1 項・2 項）である。 
これらの参加手続の特徴については、次の 3 点が挙げられている39。第 1 は、参加
の目的の異なる多様な者の参加が認められることである。第 2 は、都計審議会を媒介
                                                  






いる40。第 1 に、素案の作成等へのより早期の住民参加を欠いている。第 2 に、公聴
会の開催が行政裁量に委ねられている。第 3 に、縦覧期間と意見書の提出期間が 2 週
間と限定されている。第 4 に、意見書に対する応答義務がない。 
2000 年の法改正において、次の三つの規定は、住民が都市計画の策定に参加する機
会の増加に資するものである。第 1 に、国及び地方公共団体には都市計画に関する知
識普及及び情報提供の努力義務が課されている（3 条 3 項）。第 2 に、地区計画等の決
定又は変更について、市町村の条例により、住民は案の内容となるべき事項の申出が
できる（16 条 3 項）。第 3 に、手厚い都市計画決定手続の条例による付加は可能であ
る（17 条の 2）。さらに、2002 年の法改正により、地権者やまちづくり NPO 等は地権
者等の 3 分の 2 以上の同意を求め、素案を添付して、都市計画の決定又は変更を提案













権者の 3 分の 2 以上の同意を得なければならない（土地区画整理法 18 条、都市再開
発法 14 条）。③具体的処分の計画の決定に当たっては、関係権利者間の利害の衡量に
十分な考慮を払うために、縦覧、意見書の提出や審査等の手続規定（土地区画整理法
88 条、都市再開発法 83 条、84 条）がある。④最終的な処分がなされる際に、関係住
                                                  




ている。杉崎和久「都市計画関連分野における『参加』機会の現状」都市計画 286 号（2010 年）
59 頁。 
42 西田・前掲注 14・176－181 頁は、地方公共団体に任せられることとなった都市計画策定への住
民参加の充実化の方向性として、①情報の共有、②早期の参加、③参加手法の整備・多様化、④意
見への配慮と応答、⑤議会の関与を指摘している。 


































                                                  
44 都市計画事業認可の手続は、行政の内部手続としての性格が強いと評価されている。室田昌子
「住民合意に着目した公共事業の用地取得制度に関する改善方策の考察―ドイツの連邦長距離道
路事業制度と比較して」運輸政策研究 7 巻 3 号（2004 年）15 頁。 
45 吉田公二『新時代の都市政策 2 都市計画』（ぎょうせい、1984 年）131 頁。この考え方はいわゆ





よってその責任で策定されるもの」（2 条 1 項）と定められている。これにより、都市



















ある（3 条 1 項）。第二段階は、計画案と策定理由書及び市町村により作られた環境影











                                                  
（日本不動産研究所、1993 年）及び同補追（1994 年）がある。しかし、1994 年以降、ドイツ建設
法典は幾度も改正がなされた。 
47 高橋寿一『地域資源の管理と都市法制―ドイツ建設法典における農地・環境と市民・自治
体』（日本評論社、2010 年）204－205 頁参照。 
48 「住民の参加権利は参加義務に対応するものである。」H.Koch/R.Hendler, Baurecht, 






















































等から影響を受けて、行政手続法の 2013 年改正において、早期住民参加（frühe 

























な都市発展と住民参加ドイツ・フランス』（東京大学社会科学研究所、2004 年）52－53 頁参照。 
51 石塚武志「ドイツにおける交通事業計画手続促進立法の検討（一）」法学論叢 167 巻 6 号（2010
年）35－40 頁参照。 
52 野田崇「大規模施設設置手続と市民―シュツットガルト 21 を巡る議論（2・完）」法と政治 65

















年に標準州ゾーニング授権法（Standard State Zoning Enabling Act）、1928 年に標


















                                                  
53 渡辺俊一「都市計画の主体とシステム」原田ほか編・前掲注 49・434 頁以下。 





































                                                  
55 裴娜『城郷規劃領域公衆参与機制研究』（中国検察出版社、2013 年）102 頁以下、陳振宇『城市
規劃中的公衆参与程序研究』（法律出版社、2009 年）33 頁以下参照。 
56 王郁「公衆参与及美国城市規劃制度的発展」城市発展研究 2009 年 16 巻 6 期 60－61 頁参照。 
57 応松年主編『行政程序法立法研究』（中国法制出版社、2001 年）518 頁参照。 








































































                                                  
59 日本都市計画学会編『実務者のための新都市計画マニュアルⅡ6【都市施設・公園緑地編】都市
交通施設』（丸善株式会社、2003 年）16－17 頁。 






目の例は、横浜市都市計画局が、青葉区・恩田元石川線の道路計画をめぐり、1992 年から 1996 年
間にわたり、構想段階からの住民参加による道路づくりを進めてきたことである（その経緯につい
ては、高秀秀信編著『横浜発住民参加の道路づくり―提案、議論、そして選択 青葉区・恩田元
石川線での実践』（神奈川新聞社、2000 年）参照 ）。 
61 事前に建設をストップさせる訴訟手段は抗告訴訟（取消訴訟や差止訴訟）と民事差止訴訟に分


























（１）広島地判 1994 年 3 月 29 日判自 126 号 57 頁、広島高判 1996 年 8 月 9 日判自





































訴訟：東京地判 2004 年 4 月 22 日判時 1856 号 32 頁、東京高判 2006 年 2 月 23 日判時
1950 号 27 頁、最決 2007 年 4 月 13 日判例集未登載） 
②圏央道八王子ジャンクション建設予定地を含む事業区間（圏央道第 2 次行政訴訟：
東京地判 2005 年 5 月 31 日訟務月報 53 巻 7 号 1973 頁、東京高判 2008 年 6 月 19 日
LEX/DB25441903、最決 2009 年 11 月 13 日 LEX/DB25471732） 
③圏央道八王子南インターチェンジ、八王子南バイパス建設予定地を含む各事業区
                                                  
62 中川丈久「都市計画事業認可処分無効確認等、土地収用裁決取消請求控訴事件（広島県）」判自
173 号（1998 年）110 頁、阿部泰隆「違法な都市計画事業を正当化する都市計画変更決定の裁量
（広島県）」判自 158 号（1997 年）93 頁。大橋洋一「違法な都市計画事業の是正を目的とした都市
計画変更決定に裁量権の逸脱濫用がなく、都市計画地方審議会の審議手続にも瑕疵がないとされた
事例」自治研究 74 巻 3 号（1998 年）122 頁は、「審議会における議論の質を保障するうえでは、実
質的な議論を可能にするだけの情報が提出されていなければなら」ないと述べている。 




間（圏央道第 3 次行政訴訟：東京地判 2010 年 9 月 1 日判時 2107 号 22 頁、東京高判



























                                                  
64 圏央道第 2 次行政訴訟で、周辺住民のほか、高尾山の自然等を守ろうとする環境保護団体につ
いても原告適格が争われた。結論としては、周辺住民と環境保護団体は、いずれも起業地内に財産
権を有しない者として、事業認定の取消しを求める原告適格を有しないとされている。 
65 土地収用法 20 条 3 号要件の判断に当たり比較衡量すべき諸価値に着目し、周辺住民に原告適格
を認めるべきであるという主張も提起された。このような諸価値は、公益的観点から抽象的で一般
的に保護しているものと判示され、前述の主張が否認された。これも圏央道関連判決の共通点であ
る。しかし、土地収用法 20 条 3 号の比較衡量の際に考慮されるべき環境利益を、事業認定処分の
根拠規定の趣旨から保護されるものと解することが可能であるという指摘がされている。大貫裕之
「最新判例批評（68）―圏央道あきる野 IC 事業認定・収用裁決取消訴訟第一審判決」判例時報
1900 号（2005 年）196 頁。 
66 由喜門眞治「圏央道あきる野 IC 事業認定・収用裁決事件―土地収用法 20 条 3 号該当性」環

























られ、当該都市決定の都市計画基準との不合致は、当該事業計画の土地収用法 20 条 3
号要件への違反と基本的に同視されている。これに対して、同訴訟の控訴審判決と圏








（３）名古屋地判 2009 年 2 月 26 日判タ 1340 号 121 頁（事業認可処分取消請求事
件） 
























































































































                                                  
68 春日修「道路にかかる都市計画決定に対する救済方法―奈良地判平成 24 年 2 月 28 日大和都
市計画道路変更決定取消等請求事件・大阪高判平成 24 年 9 月 28 日大和都市計画道路変更決定取消









































（２）東京地判 2001 年 10 月 3 日判時 1764 号 3 頁、東京高判 2003 年 12 月 18 日判




自 249 号 46 頁、最大判 2005 年 12 月 7 日民集 59 巻 10 号 2645 頁、最一小判 2006 年
11 月 2 日民集 60 巻 9 号 3249 頁（小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求事件） 
本件は、東京都施行の小田急小田原線の高架化等を内容とする鉄道連続立体交差事
業と鉄道に沿った付属街路事業に関する各事業認可処分の取消訴訟である。本件の争



















事業に係る事業地内の不動産についての財産的権利であること」（東京高判 2003 年 12
月 18 日判自 249 号 46 頁）を前提とするものである。事業認可の取消しを求める原告
適格者を財産的権利の関係者に限らないとした最高裁大法廷判決からすれば、上記判
断の妥当性が疑われるのではないか。 
 b.1993 年決定の手続的違法性 









格・裁量統制」環境法判例百選（有斐閣、2004 年）88 頁。 


































本件事業認定処分は、土地収用法 20 条 3 号及び 4 号の要件を満たすかどうかにつ
いて、判決では、本件事業の実施による直接的な効果と、地下鉄の走行に伴う振動被
害及び代替案の問題点を総合的に判断した結果、本件事業によって得られる公共上の
                                                  
71 間史恵「小田急線連続立体交差事業認可処分取消訴訟に係る高裁判決」法律のひろば（2004
年）77 頁、79 頁。 
72 阿部・前掲注 69・89 頁。 
73 本件各判決における考慮要素審査の比較については、村上裕章「小田急高架化事業認可処分取





































                                                  






















（１）静岡地判 2003 年 11 月 27 日判自 272 号 90 頁、東京高判 2005 年 10 月 20 日










                                                  
75 ここで挙げる裁判例も道路関係のものであるが、建築制限に起因するものとして、別に紹介す
ることとしたい。また、長期的建築制限を受けていることにより損失補償を請求する裁判例もある
（東京地判 1993 年 2 月 17 日判時 1459 号 98 頁、東京高判 1993 年 9 月 29 日行集 44 巻 8・9 号 841
頁、岡山地判 2002 年 2 月 19 日判自 230 号 90 頁等）。最高裁判所は、建築制限による損失が一般的
に受忍すべき所有権の内在的制約の範囲を超え、土地所有者に対して特別の犠牲を課するに至って
いるものということができないとした（最判 2005 年 11 月 1 日判例時報 1928 号 25 頁）。しかし、
60 年をも超える建築制限期間を考慮することなく、損失補償の必要はないという考え方には、大
いに疑問があるという裁判官藤田宙靖の補足意見が添えられた。関係評釈については、岡田正則

















































































                                                  
77 久保茂樹「都市計画決定と司法による裁量統制」青山法学論集 51 巻 3・4 合併号（2010 年）117
－118 頁参照。 































                                                  
79 安達和志「地域住民の行政手続参加とその保障法理」兼子仁・磯部力編『手続的行政法学の理
論』（勁草書房、1995 年）249－250 頁。 
80 山本隆司『判例から探究する行政法』（有斐閣、2012 年）456－457 頁。 
81 藤田宙靖『行政法総論』（青林書院、2013 年）433 頁。 
82 安達・前掲注 79・261－264 頁は、行政手続参加資格と取消訴訟の訴えの利益との関係につい
て、①実体法的保護利益＝取消訴訟との総合説、②行政手続参加資格の独自保障説、③①と②の折
衷説という三つの考え方に整理して述べている。 
83 最判 1982 年 9 月 9 日民集 36 巻 9 号 1679 頁（保安林解除処分取消請求事件）。関連評釈につい
ては、折登美紀「保安林指定解除と訴えの利益」行政判例百選Ⅱ第 5 版（有斐閣、2006 年）370 頁
参照。1970 年代のアメリカでは、行政過程への参加者適格の拡大によって、原告適格を拡大する
方法を示す判決が多々あった。小高剛『住民参加手続の法理』（有斐閣、1977 年）163 頁参照。 
84 これについて、凝集利益論では、行政手続に参画する関係人の外延が実体法上定められている
場合、行政手続への参画資格と原告適格が一致し、表裏一体の関係にあると解されている。仲野武
志『公権力の行使概念の研究』（有斐閣、2007 年）284 頁以下参照。 
85 阿部泰隆『行政訴訟要件論―包括的・実効的行政救済のための解釈論』（弘文堂、2003 年）44
頁。 





























属物で当該道路に附属して設けられているもの」も含むものとする（2 条 1 項）。 
道路法で定める道路の種類には、高速自動車国道・一般国道・都道府県道・市町村
道という四つがある（3 条）。このうち、高速自動車国道は別に高速自動車国道法でも
                                                  
87 安達・前掲注 79・264 頁。見上崇洋「『現代都市法論』の特徴と行政法学への特徴」社会科学研
究 61 巻 3・4 号（2010 年）27 頁以下は、計画地域内といった「場」の利益＝共通利益が計画によ
って確定され、ある程度認定可能な程度になるゆえに、司法的に裁断可能であって、裁量統制にお
ける考慮事項として機能する可能性が高いと述べている。 
88 久保・前掲注 77・101－103 頁。 
89 磯部力「都市の環境管理計画と行政法の現代的条件」兼子仁・宮崎良夫編『行政法学の現状分
析―高柳信一先生古稀記念論集』（勁草書房、1991 年）320 頁。 
90 由喜門眞治「事業認定と都市計画事業認可―判断過程合理性審査における考慮要素を中心





有するもの」と意義付けられている（高速自動車国道法 4 条 1 項）。一般国道は、高速
自動車国道と併せて全国的な幹線道路網を構成する道路（道路法 5 条 1 項）、都道府
県道は、地方的な幹線道路網を構成する道路（同法 7 条 1 項）として位置付けられて
いる。市町村道は、ただ市町村の区域内において意義を有するとされている（同法 8


























                                                  
91 日本都市計画学会編『実務者のための新都市計画マニュアルⅡ6【都市施設・公園緑地編】都市
交通施設』（丸善株式会社、2003 年）29 頁。 

































                                                  
93 高速自動車国道の具体的な建設フローについては、塩野宏「行政過程総説」雄川一郎ほか編
『現代行政法大系第 2 巻行政過程』（有斐閣、1984 年）14－15 頁の図参照。 
94 道路法令研究会編著『道路法解説（改訂 4 版）』（大成出版社、2007 年）103 頁。 
95 最判 1984 年 11 月 6 日民集 143 号 145 頁。 
96 例えば、水戸地判 1991 年 9 月 17 日判自 93 号 83 頁（道路区域変更決定取消等事件）、水戸地判
1991 年 9 月 17 日判自 93 号 86 頁（鹿島地区県道改築工事等事業認定・土地収用裁決取消請求事件
（茨城県））等。 
97 道路区域の決定や変更処分の取消しを求めた裁判例において、裁判所は沿線住民の原告適格を































道路を対象とし、道路審議会（当時）の答申を受けて、1987 年閣議決定の第 4 次全国
総合開発計画によって構想された。また、高規格幹線道路網の整備を積極的に推進し
                                                  




98 金井恵里可「道路事業における住民参加の法政策論」占部ほか編・前掲注 90・225 頁。 
99 国土交通省道路局「構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン」（2013 年 7 月）































                                                  
100 社会資本整備重点計画法 4 条に基づいて、主務大臣等は重点計画の案を作成しよう国民の意見
を反映させる必要な措置を講ずるとともに、都道府県の意見を聴き、環境大臣と協議しなければな
らない。現行の第 4 次社会資本整備重点計画（2015 年 9 月 18 日閣議決定）の策定に関して、国土
交通大臣は、計画の見直しについて社会資本整備審議会・交通政策審議会へ諮問し、素案・原案に
ついてパブリックコメントを行い、案について同審議会の答申を受けた。 




いては、榊原秀訓「自治体の総合計画策定における参加制度と議会」南山法学 37 巻 1・2 号（2014
年）25 頁以下参照。 
103 公益財団法人東京市町村自治調査会「市町村の総合計画のマネジメントに関する調査研究報告
書」（2013 年 3 月）http://www.tama-
100.or.jp/cmsfiles/contents/0000000/275/h25sougoukeikakuzennpezi.pdf（最終閲覧日 2016 年
















スタープラン、都市計画法 6 条の 2 及び 15 条 1 項 1 号）と、それに即して策定しな
ければならない「市町村の都市計画に関する基本的な方針」（市町村マスタープラ













                                                  
104 国土交通省都市地域整備局・都市計画課都市交通調査室「総合都市交通体系調査の手引き
（案）」（2007 年 9 月）http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/sougou/pdf/01.pdf（最終閲覧日 2016







『パブリックコメントと参加権』（弘文堂、2006 年）21 頁。 
106 野田崇「市町村マスタープランは都市計画マスタープランによって調整され得るか？」新世代
法政策学研究 16 号（2012 年）279 頁。 
107 田中みさ子「市町村都市計画策定における住民参加の現状と課題」大阪産業大学人間環境論集
12 号（2013 年）156－157 頁参照。 
53 
 
市計画法 13 条 1 項柱書後段、国土利用計画法 10 条）。すなわち、地方の環境基本計
































手続も PI の一手法に位置付けられる。各自治体における PI に類する試みから見える
                                                  
108 最判 1999 年 11 月 25 日判時 1698 号 66 頁。 
109 西谷・前掲注 13・85－87 頁参照。 
110 松林秀樹「道路計画における市民参画―パブリック・インボルブメント（PI）の現状と課
































方法書を 1 月間縦覧に供しなければならない（7 条）。 
第 2 に、準備書段階において、準備書に係る環境影響評価の結果について環境保全
の見地からの意見を求めるため、方法書の場合と同様、公告・縦覧と説明会の開催手
                                                  
111 藤原真史「パブリックインボルブメントとパブリックコメント」都市問題 92 巻 5 号（2001





念』（有斐閣、1978 年）412 頁。 
55 
 






























                                                  







































                                                  
115 渡邉浩司「都市計画道路の長期未着手メカニズムと時間管理の導入（第 3 回）訴訟から見た問
題点と損失」新都市 68 巻 6 号（2014 年）40－41 頁。 
116 久保茂樹「都市計画と行政訴訟」芝池ほか編著・前掲注 10・97 頁。 
117 各自治体における見直しガイドライン等の策定状況については、倉根明徳ほか「都市計画道路
の見直しガイドラインと市町村の運用実態に関する研究―全国のガイドライン分析と長野県の事
例分析」土木計画学研究論文集 27 巻（2010 年）386 頁、渡邉浩司「都市計画道路の長期未着手メ








制限や土地の買取請求権、施行者の先買い権が発生する（67 条、68 条）。 
第 3 に、土地収用法上の事業認定の告示とみなされるため、事業地が起業地として
確定され、施行者に収用権が付与されることとなる（69 条、70 条）。 






知事の認可を受けて、民間企業が施行者となる場合もある118（都市計画法 59 条）。 
この場合に、「事業の施行に関して行政機関の免許、許可、認可等の処分を必要と
する場合においては、これらの処分があったこと又はこれらの処分がされることが確
実であること」は、都市計画事業認可の要件となっている（同法 61 条 2 号）。例え
ば、有料道路の整備について、道路整備特別措置法 3 条と 10 条に基づいて、特定の高
速道路株式会社と地方道路公社は、国土交通大臣の許可を受けて、それぞれが高速道
路と一般国道等を新設し又は改築して、料金を徴収することができるとされている。
















































い旨が明文化されている（43 条 3 項）。また、事業認定の事前手続については、情報
公開・住民参加の保障が図られるよう、次のような措置をとることとした125。 
 第 1 に、事業認定を申請しようとする場合は、あらかじめ広く利害関係者を対象と
                                                  
120 室田・前掲注 17・50－51 頁参照。 
121 室田昌子「ドイツの計画確定手続きによる利害関係者との調整の仕組みに関する考察」都市計
画論文集 39 巻 3 号（2004 年）433 頁以下、同・前掲注 44・10 頁以下参照。 
122 安本・前掲注 4・181 頁。 
123 遠藤博也『都市計画法 50 講（改訂版）』（有斐閣、1980 年）189 頁、由喜門・前掲注 90・197




土地収用制度の確立に向けて」時の法令 1658 号（2002 年）26－28 頁参照。 






 第 2 に、事業認定における事業の公益性の判断の難しさに鑑みて、事業認定庁に公
聴会の開催や第三者機関（社会資本整備審議会等）からの意見聴取を義務付けること



























                                                  
126 由喜門眞治は、土地収用法を、都市計画法を実施する関連法令と位置付け、都市施設の都市計




記念論文集』（法律文化社、2011 年）83－84 頁、91 頁参照。 
127 西谷剛「計画と収用」寺田友子ほか編『現代の行政紛争―小高剛先生古稀祝賀』（成文堂、












路特定事業（同法 2 条 24 号）130等の実施について、主務大臣の基本方針―市町村の基
本構想―道路管理者の特定事業計画という三段階の構造を設定している。 
市町村の移動等円滑化基本構想は、都市計画及び市町村マスタープランとの調和が
求められている（25 条 6 項）。この作成又は変更については、都市計画提案制度に似
ており、特定事業実施者や高齢者、障害者等の利害関係者は、提案権を付与されてい
る（27 条）。また、基本構想を作成しようとする市町村は、住民や高齢者、障害者等の














                                                  
128 同上・142－143 頁参照。 



































１ 小平都市計画道路 3・2・8 号府中所沢線 
（１）計画のあらまし 
小平都市計画道路 3・2・8 号府中所沢線 ( 以下、「小平 3・2・8 号線」という )
は、東京都が重点的に整備を進めている多摩南北主要 5 路線の一つである府中所沢・
鎌倉街道線を構成する一部路線である。具体的には、府中所沢線の五日市街道から青
梅街道までの約 1.4ｋｍの区間における標準幅員 36ｍ（往復 4 車線）の平面構造の道
路の整備に係るものである。 
小平 3・2・8 号線計画は、東京都の都市計画として、元々1963 年に決定された（当
62 
 
時、3・3・8 号線と呼ばれた）。環境施設帯を設置するために、2012 年 12 月に、道路
幅を標準 28m から 36m に拡幅しよう都市計画の変更決定がなされた（それに伴い、計
画の名称が 3・3・8 号線から 3・2・8 号線に変更された）。 



















2009 年 2 月から 2010 年 2 月にかけて、「都道小平 3・3・8 号線計画を考える会」









                                                  
132 東京都「国分寺都市計画道路 3・2・8 号府中所沢線及び小平都市計画道路 3・2・8 号府中所沢
線道路の整備効果」参照
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/kiban/pamphlet/pdf/pamphlet_22.pdf（最終閲覧日 2016
年 10 月 20 日）。 
133 当該経緯については、「小平市で住民投票！小平都市計画道路に住民の意思を反映させる会」の
ホームページ参照 https://jumintohyo.wordpress.com（最終閲覧日 2016 年 10 月 20 日）。 
134 「小平市・住民投票から一年が過ぎて―都市計画道路の住民自治」とうきょうの自治 93 号










小平市 3・2・8 号線への反対意見は、その上位計画・関連計画（次の図 1 参照）の
策定過程においても提出された。例えば、「多摩地域における都市計画道路の整備方針
（第三次事業化計画）」（2006 年 4 月策定）において、小平 3・2・8 号線は優先整備
路線と位置付けられている。この方針案に対する都民の意見の中には、小平 3・2・8 






住民団体等の推進の下、2013 年 5 月 26 日に、小平 3・2・8 号線計画について住民
の意思を問う住民投票が行われた。しかし、投票率が 50％に達せず、投票の不成立と
された。同月 28 日に東京都がした事業認可申請について、東京都に対して事業認可申











小平 3・2・8 号線の事業認可処分に対して、2014 年に沿線住民は取消訴訟を提起



























第 1 に、外環道の整備により、環状 8 号線の渋滞が緩和し、交通に所要する時間が
大幅に短縮し、目的地までのスムーズな移動が可能になる。 
                                                  
135 国土交通省「東京外かく環状国道事務所」ホームページ参照























直しを内容とする都市計画変更が 2015 年になされた。 
地下式の外環道（関越・東名間）の整備については、日本の中で初めて、高速道路










                                                  
136 当該経緯については、小山雄一郎「パブリック・インボルブメントにおける行政の動向―東




―『外環』の『東京区間』を事例として」都市科学研究 2 号（2008 年）7 頁以下参照。 
137 小山・「パブリック・インボルブメントにおける行政の動向」・同上・33 頁。 














1997 年 9 月「東京外かく環状道路懇談会」開催、11 月「東京外かく環状道路
とまちづくりに関する意見交換会」開催 
1998 年 3 月「東京外かく環状道路とまちづくりに関する連絡会」及びその「幹
事会」開催 
2002 年 1 月沿線区市長意見交換会等 
住民意見の聴
取・情報提供 
1999 年 10 月、2001 年 1 月東京都知事や国土交通大臣現地視察、沿線住民との
直接対話 
1999 年 5 月外環ダイヤルの設置 
2000 年 2 月「首都圏の社会整備と東京外かく環状道路に関するアンケート調
査」（2002 年 10 月第 2 回アンケート調査）、外環ジャーナルという広報紙の配
布、4 月より国土交通省と東京都は「外環道路反対連盟」等の沿線住民団体と
の話し合い 
2001 年 4 月「東京外かく環状道路の計画のたたき台」パンフレット発行、11
月たたき台に関する地元説明会の開催 
2003 年 6 月より沿線区市で「外環オープンハウス」開催、2005 年 1 月より沿
線区市で「意見を聴く会」開催 
2008 年 1 月より地域ごとの PI（課題検討会等）順次開催等 
行政と住民代表
間の熟議 
2002 年 6 月「PI 外環沿線協議会」発足 
2004 年 10 月「PI 外環沿線協議会」2 年間の取りまとめ 





2001 年 12 月「東京環状道路有識者委員会」設置 
2005 年 1 月「東京外かく環状道路の計画に関する技術専門委員会」設置 
2005 年 12 月「大深度トンネル技術検討委員会」設置 
2012 年 7 月「東京外環トンネル施工等検討委員会」設置 
2014 年 3 月「東京外環地下水検討委員会」設置等 
 
                                                  
139 PI 協議会の問題点については、江崎美枝子・喜多見ポンポコ会議『公共事業と市民参加―東



































                                                  













































                                                  
141 中華人民共和国国家統計局「中華人民共和国 2011 年国民経済和社会発展統計公報」中国統計
2012 年 3 期 8 頁、同「中華人民共和国 2014 年国民経済和社会発展統計公報」中国統計 2015 年 3
期 6 頁、同「中華人民共和国 2015 年国民経済和社会発展統計公報」人民日報 2016 年 3 月 1 日第
010 版参照。 
142 住房城郷建設部「2013 年城郷建設統計公報」城郷建設 2014 年 9 期 30 頁以下、同「2014 年城郷
建設統計公報」城郷建設 2015 年 8 期 8 頁以下参照。 
143 2002 年以降、都市の建設（都市計画、建物撤去や不動産登記等）をめぐる行政事件の数は、大
きく上昇し、全ての行政事件の中で一番多くなっており、2010 年に、全ての第一審の行政事件に





の間に因果関係があるとは言えないと判断し、損害賠償請求を否認した（2014 年 2 月 7 日最高人
民法院民事判決（2013）民一終字 83 号）。また、最近、南京で一番高いビルといわれている「紫峰
大厦」の存在が周辺住民の日照権を侵害したとして、地方法院は原告の損害賠償請求を認めた

































                                                  
145 陳越峰「附随規制：我国城市規劃形成空間秩序的機制」姜明安編『行政法論叢（第 16 巻）』






























                                                  
147 1954 年に制定された中国憲法 13 条は、「国家は、公共利益の必要のため、法律が定めている条
件により、都市及び農村における土地とその他の生産資料を買い上げる又は徴用する、若しくは回





学会行政法学研究会 2004 年年会論文集』（中国政法大学出版社、2005 年）511 頁では、公衆の利益
である公益には公共的利益のみならず私人的利益も含まれるので、公共利益の概念とは区別すると
指摘されている。本論文では、公共利益と公益の概念を区別せずに使用する。 
149 敖双紅「論公益与私益関係的定位」中国法学会行政法学研究会編・同上・593 頁参照。 
150 公益による基本権行使の制限の法的性質については、外部制限説と内部制限説が対立する。内
部制限説では、基本権の行使が公益を害することができないことは、基本権の本来的な意味であ





法学 1993 年 1 期 52 頁以下）。これらの理論の意味及び特徴を紹介する日本語の文献については、




































                                                  
152 羅豪才ほか・同上・54 頁。 
153 羅豪才・宋功徳「行政法的失衡与平衡」中国法学 2001 年 2 期 78－79 頁参照。 
154 羅豪才ほか・前掲注 151・56 頁。 
155 王錫鋅「再論現代行政法的平衡精神」法商研究 1995 年 2 期 39 頁。 
156 同上・39－40 頁参照。 
157 葉必豊「論公共利益与個人利益的辯証関係」上海社会科学院学術季刊 1997 年 1 期 116 頁以下参


































                                                  
158 葉必豊「公共利益本位論与行政程序」政治与法律 1997 年 4 期 9 頁以下参照。 







義」レファレンス 644 号（2004 年）65 頁参照。 
160 例えば、中国法学会行政法学研究会 2004 年年会の一つのテーマは「公共利益の限定」である。 






3 に、公益は、一定の時期で実現可能な利益でなければならない。第 4 に、公益は、
適正手続を経て実現しなければならない。 
また、莫于川は、土地収用における私有財産権の保護の見地から公益の判断基準を



























                                                  
162 黄学賢「公共利益界定的基本要素及応用」法学 2004 年 10 期 11 頁参照。 
163 莫于川「私有財産権的保護与行政法制的完善」浙江工商大学学報 2005 年 2 期 8－9 頁参照。 
164 平衡論への批判については、楊解君「関于行政法理論基礎若干観点的評析」中国法学 1996 年 2
期 68－72 頁参照。 


































                                                  






2007 年 4 期 41－45 頁参照。 






























                                                  
169 呂忠梅「再論公民環境権」法学研究 2000 年 6 期 135－139 頁参照。 
170 朱謙「対公民環境権私権化的思考」中国環境管理 2001 年 4 期 11 頁以下、徐祥民「対“公民環
境権論”的几点疑問」中国法学 2004 年 2 期 109 頁以下参照。 
171 王小鋼「従環境行政権力到環境公共利益―中国環境法律制度的理念創新」生態文明与環境資
源法―2009 年全国環境資源法学研討会（2009 年 8 月 3－6 日·昆明）論文集 1274 頁。 
172 王小鋼「以環境公共利益為保護目標的環境権利理論―従“環境損害”到“対環境本身的損
害”」法制与社会発展 2011 年 2 期 54 頁以下参照。 
173 時軍・王峰「以社会公共利益的保護為視角談我国環境公益訴訟制度的完善」生態文明法制建設
―2014 年全国環境資源法学研討会（2014 年 8 月 21－22 日·広州）論文集 887 頁以下、王燦発
「中国環境公益訴訟的主体及其争議」国家検察官学院学報 2010 年 18 巻 3 期 3 頁以下参照。 
174 羅豪才ほか・前掲注 151・56 頁、王錫鋅・前掲注 155・40 頁。 













表 3 利益関係論における公衆参加の位置付け 



































しての優位を次の 2 点から示している。第 1 点は、情報の充足性や事務処理の専門性
等に鑑みて、最終的な行政決定は、権限を持つ公務員によってなされるということで
ある。第 2 点は、公衆の利益的主張には不確定性、変化性や複雑さ等の特徴があるゆ
                                                  
176 葉必豊・前掲注 158・11－12 頁参照。 
177 楊寅・前掲注 161・10 頁、黄学賢・前掲注 162・12－13 頁、莫于川・前掲注 163・8 頁参照。 




































                                                  
179 徐鍵・前掲注 19・71 頁以下、沈太霞「行政徴収徴用中公共利益的界定―以厦門 PX 事件為
例」天津行政学院学報 2011 年 13 巻 16 期 97－98 頁参照。 
180 朱芒・前掲注 31・50 頁。 
181 同上・51－52 頁参照。 


































                                                  
183 李春燕「簡論行政法保護公民財産権的三部曲―来自行政征收案件的啓示」中国法学会行政法
学研究会編『財産権与行政法保護―中国法学会行政法学研究会 2007 年年会論文集』（武漢大学出
版社、2008 年）157－159 頁参照。 
184 黄学賢・陳銘聡・前掲注 22・112－113 頁以下参照。 
185 陳越峰「城市空間利益的正当分配―従規劃行政許可侵犯相隣権益案切入」法学研究 2015 年 1
期 48 頁。 































                                                  
187 李少波「環境維権“民告官”的困難与出路―以行政訴訟原告適格規則為分析対象」法学論壇





































                                                  
189 案例指導制度の起源は、1985 年から最高人民法院が「最高人民法院公報」で指導的ないし典型




報 2012 年 20 巻 1 期 21 頁以下参照。また、案例指導制度に関する日本語の文献については、李艶
紅「中国指導性案例制度の現状と課題―最高人民法院『案例指導に関する規定』と指導性案例を
中心に」早稲田大学比較法学 47 巻 2 号（2013 年）27 頁、粟津光世「中国における『司法解釈』と
『案例指導制度』の展開：司法解釈の判例化か、判例の司法解釈化か」産大法学 40 巻 3・4 号
(2007 年)141－144 頁参照。 
190 章志遠「経由行政案例指導邁向行政判例法」貴州警官職業学院学報 2009 年 1 期 12 頁参照。








































                                                  
191 本件は、最高人民法院公報 2004 年 4 期 35-37 頁に掲載され、2014 年 12 月 25 日に、指導的案






































                                                  
192 2014 年 8 月 29 日、最高人民法院は、本件をはじめ、全国の法院における建物収用・違法な建
物の撤去に関する典型的な案例 10 個を公表した。裁判官による本件判決の解説については、彭徳







































収拆遷十大典型案例評析」人民司法 2014 年 22 期 19 頁参照。 



































                                                  
196 本件事業は、都市基盤施設の整備に関わる公共事業であり、国の事業（中国西部の天然ガスを
中国東部沿岸地域に輸送する「西気東輸」）の一環でもある。中国の入札法 3 条 1 項に基づいて、
本件事業は、入札手続を行わなければならない事業に該当するとされている。 
















審）山東省高密市人民法院（2011）高行初字第 70 号、（控訴審）2012 年 10 月 11 日山















この理由としては、次の 2 点が挙げられている。第 1 に、本件建築物の建築は、市民
の居住環境と都市の景観の改善に資する意味で、一定の公益性を備えている。第 2 に、
本件建築物は工事が既に完了し、その中の部屋が次々と売買されている。 
                                                  
198 本件法院の判断手法の相違点を論じるものとしては、陳越峰「公報案例対下級法院同類案例判




応―以技術標準為中心的初歩観察」中国法学 2006 年 6 期 122 頁以下参照。 
200 裁判官による本件判決の解説については、林少華「日照分析報告是申請建設工程規劃許可的必備

































海南省海口市新華区人民法院(2001)新行初字第 28 号、（控訴審）2002 年 4 月 18 日海




                                                  
201 裁判官による本件判決の解説については、万靖・胡俊輝「行政許可中重大利益関係的認定」人





















蘇省如皋市人民法院（2005）皋行初字第 11 号、（控訴審）2005 年 3 月 25 日江蘇省南

























上海市宝山区人民法院(2011)宝行初字第 21 号、（控訴審）2011 年 12 月 13 日上海市第
























審）2003 年 6 月 19 日北京市西城区人民法院、（控訴撤回申立認可）2003 年 10 月 24 日
北京市第一中級人民法院）203 
本件は、二級動物実験室の建設について被告がなした計画許可に対し、周辺住民の









































                                                  
204 本件の評釈については、賈茵「公物設立行政行為司法審査初探―以我国首例道路命名行政訴































                                                  
205 中国の行政訴訟法の 2014 年改正の要点及び条文の和訳については、上拂耕生「『中華人民共和
国行政訴訟法』の改正について」アドミニストレーション 21 巻 2 号（2015 年）53 頁以下、韓昌善










207 楊小君「行政訴訟原告資格：影響与利害関係」法治論叢 2006 年 21 巻 4 期 106 頁以下、黄学賢
「行政訴訟原告資格若干問題探討」法学 2006 年 8 期 3 頁以下参照。 































年に国務院が制定した旧公路管理条例 36 条）。1997 年に制定された公路法2112 条 2 項
                                                  
209 凌維慈「城郷規劃争議中的原告資格―日本法上の啓示」行政法学研究 2010 年 3 期 118－119
頁参照。 
210 中国行政法の体系における道路行政法の位置付けについては、上杉信敬「中華人民共和国道路
法に関して（Ⅰ）」東亜経済研究 60 巻 1 号（2001 年）5－9 頁参照。 






らに技術等級に照らして高速公路・1 級公路・2 級公路・3 級公路及び 4 級公路に分け
られる（公路法 6 条 1 項）。国務院の交通主管部門（すなわち、「交通運輸部」）は、全
国の公路業務を主管する。県級以上の地方政府の交通主管部門は、その行政区域内の
公路業務を主管し、郷・鎮政府は、その行政区域内の郷道の建設及び補修に責任を負






とができる（同法 19 条）。 
 
（２）都市道路 




















                                                  
済研究 60 巻 3 号（2001 年）218－232 頁参照。公路法と後述する都市道路管理条例の条文の和訳















相対的に独立し、計画の体系や態様を異にする（次の図 2 参照）。 
 












通網中長期発展計画」、「『第 12 次 5 ヶ年（2011－2015 年）』総合的な交通運輸体系計




























                                                  




0526_1824382.html（最終閲覧日 2016 年 10 月 20 日）や、地方計画としての「江蘇省交通運輸『第
13 次 5 ヶ年』発展計画」の作成については江蘇省交通運輸庁が行った一か月の意見公募（「関于開
展江蘇省総合交通運輸“十三五”発展規劃徴求公衆建議活動的公告」参照















































































































まず、中国の環境保護法（1989 年制定、2014 年改正）56 条は、次の定めがある。
環境影響報告書を作成しなければならない対象事業について、事業者は、環境影響報
告書の作成に当たり、影響を受けうる公衆に事業の情況を説明し、十分に意見を求め
                                                  


















が制定した「環境保護行政許可聴聞暫定弁法」（2004 年 7 月 1 日より施行、以下、「聴




















                                                  
214 北村秀樹「中国の環境影響評価制度における公衆参加に関する考察」龍谷法学 37 巻 4 号（2005
年）957 頁、同ほか「中国と日本の環境保全制度と公衆参加に関する考察―環境影響評価を中心
に」国際社会文化研究所紀要 14 号（2012 年）51－52 頁、汪勁「対提高環評有効性問題的法律思考
―以環評報告書審批過程為中心」環境保護 2005 年 3 期 30－31 頁等参照。 
215 環境影響評価許可の適法性が争われた事案で、環境影響報告書の作成段階及び審査許可段階で
住民参加が行われたかどうかは司法審査の重要な内容とされた判決がある。馬浩芳「環評審批行為
中的公衆参与是司法審査的重要環節」人民司法 2015 年 6 期 7－9 頁参照。 
216 環境保護部「建設項目環境影響評価公衆参与弁法（徴求意見稿）」参照 http://www.china-

















資項目目録」（2014 年版）に基づいて、審査許可を受ける道路事業は、次の表 4 の通
りである。 
この審査許可の一つの法的要件としては、「公衆、とりわけ事業地における公衆に重
大な不利益を及ぼさないこと」が挙げられている（政府核准投資項目管理弁法 23 条 5
号）。従って、このような判断を適切に行うために、公衆参加の事前手続が必要である
というべきである。しかし、第一章でも述べた通り、事業に係る審査許可の事前手続










































                                                  
217 朱芒「“行政行為違法性継承”的表現及其範囲―従個案判決与成文法規範関係角度的探討」中
































                                                  
218 意見を述べることができる者は一般公衆であることや、意見に基づき収用補償案を修正すべき
ことは、日本の土地収用法と比べて驚くべきと考えられている。平松弘光「日本からみた中国の土
地収用制度」島根県立大学総合政策学会総合政策論叢 24 号（2012 年）93 頁。 
219 例えば、吉林省住宅・都農建設庁「関于做好国有土地上房屋征收社会穏定風険評估工作的指導
意見」（2012 年 4 月 9 日）参照
http://jst.jl.gov.cn/zcfg/gfxwj/fdc/201312/t20131230_1598585.html（最終閲覧日 2016 年 10
月 20 日）、西安市住宅保障・家屋管理局「西安市国有土地上房屋征收社会穏定風険評估実施細則」
（2013 年 12 月 17 日）参照
http://www.xafgj.gov.cn/zwgk/PolicyDetails.aspx?Id=1959&firsttypeid=2&secondtypeid=13
（最終閲覧日 2016 年 10 月 20 日）。 
220 顧大松「論我国房屋徴収的社会穏定風険評估機制的機能定位及其架構―一個風険規制的行政
法学視角」江蘇行政学院学報 2012 年 4 期 135 頁。 
221 章文英「国有土地上房屋徴収範囲確定行為的可訴性」人民司法 2015 年 23 期 67 頁以下参照。 
103 
 
なお、家屋収用条例 9 条 1 項は、「収用事業は国民経済及び社会発展計画、土地利用
総体計画、都農計画及び部門計画に適合しなければならない」旨規定している。しか
し、そこでは、家屋収用決定は、事業と計画との適合をチェックするともされている



























                                                  
222 陳希国「“四項規劃”未経公衆参与並不直接導致徴収決定違法」中国審判 2015 年 9 期 56－57 頁
参照。 
223 西部道路計画の概要については、劉伝書「深港西部通道昨日奠基」科技日報 2003 年 8 月 29 日
第 T00 版等参照。 
224 深圳側の連接道路計画の概要及びこれへの沿線住民の反対については、曹筠武「流産的“第三
方環境測評”」南方週末 2004 年 11 月 25 日、金自寧「跨越専業門檻的風険交流与公衆参与―透視















本件における環境影響評価手続は、次のような段階を経た。第 1 に、2003 年 8 月 21
日、深圳市環境科学研究所は委託を受けて環境影響報告書を作成した。第 2 に、2003
年 11 月 18 日、環境影響報告書が専門家の評価を受けた。第 3 に、2003 年 11 月 20 日、
政府側は環境影響評価の結果について報告会を開催し、住民代表の意見を集めた。第
4 に、2003 年 12 月 18 日、深圳市環境保護局は環境影響報告書の結論を認める旨の許
可を行った。 
この過程においては、沿線住民に事業計画案の作成への参加機会が確保されなかっ










































目された。このような状況の下、2008 年 6 月 4 日に、高架式道路の工事が一時停止し
た。この工事の所在は、武漢で交通が一番渋滞しているところである。そこで、工事









                                                  
225 二環路計画の概要については、崔晶晶「武漢市二環線規劃方案詳情首次批露」長江商報 2007 年
3 月 2 日第 036 版等参照。 
226 高架式道路への武漢大学の反対については、楊時暘「武漢 VS 武大 誰為誰“譲路”？」中国新
聞週刊 2008 年 24 期 20－25 頁、熊丙奇「武漢高架橋之争：大学与政府如何相処」東方早報 2008 年
































                                                  
227 その関係で、中国の司法実務においては、係争処分の違法性事由として前置的行政行為の違法
性を争えるかどうかは審査の難点となっている。これについては、呉偕林「行政訴訟合法性審査三
題」法学 2002 年 6 期 26－28 頁、林莉「前置行政行為審査模式探究」福建法学 2008 年 3 期 70 頁以
下、陳紅・徐風烈「行政訴訟中前置性行政行為之審査探析」浙江社会科学 2008 年 5 期 58 頁以下、
孔令滔「論行政訴訟中前置行政行為的審査模式―以日本行政過程論為方法論的視角」公法研究




















































































                                                  










































                                                  
230 稲本洋之助「都市計画制度の再構築―都市計画法改正の意義と新たな課題」法律時報 66 巻 3




































                                                  
231 西谷・前掲注 13・93－95 頁、133－161 頁、大橋洋一『対話型行政法学の創造』（弘文堂、1999
年）103－105 頁参照。 















と（都市計画法 61 条 1 号）、あるいは、「事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄






















































































                                                  




























日本で、都市道路網計画は、道路法 76 条 1 号にいう道路整備計画の法的性格を有す
ると言える。この道路整備計画について、道路法は、道路管理者の報告義務を定めて








                                                  
234 秋田典子「都市工学からのアプローチ計画策定手続と参加」都市計画・まちづくり判例研究会









































































                                                  
235 大塚直『環境法 BASIC（第 2 版）』（有斐閣、2016 年）125 頁、北村喜宣『環境法（第 3 版）』
（弘文堂、2015 年）308 頁。 






































                                                  
237 北村・前掲注 214・982－983 頁参照。 






































                                                  




























法 43 条）。 
また、中国の家屋収用制度は、収用補償案の確定をめぐり、被収用者等の利害関係












241 江利紅「中国における土地収用制度とその改善に向けた課題（1）」中央大学比較法雑誌 46 巻 4
































の通り具体的に提示する（次の図 5 参照）。 
 
 
                                                  




243 西谷・前掲注 127・141－142 頁参照。 
122 
 

























































































                                                  
244 黄学賢・前掲注 207・10 頁。 












































                                                  
247 北村・前掲注 235・331 頁。 
248 田村・前掲注 9・108 頁。 




































                                                  
251 すなわち、中華環保聯合会という環境保護団体は、環境情報の公開申請に対する行政不作為に
対して、情報公開の申請者として情報公開の義務付け訴訟（最高人民法院公報 2013 年 1 期 46－48
頁参照）や、国有土地の使用権の回収義務の不履行に対して、第三者として回収義務の履行を求め




































法院関于審理行政許可案件若干問題的規定」。2010 年 1 月 4 日より施行）3 条から裏
付けられる。同条に基づいて、行政許可過程における申請書類の補充や聴聞に関する
                                                  
4 号 (2008 年)115 頁参照。 
253 ドイツにおける環境公益団体訴訟の制度については、大久保規子「混迷するドイツの環境団体
訴訟―環境・法的救済法 2013 年改正をめぐって」新世代法政策学研究 20 号（2013 年）229－
233 頁、山本隆司「団体訴訟に関するコメント―近時のドイツ法の動向に鑑みて」論究ジュリス
ト 12 号（2015 年）161－162 頁参照。 
254 山本・同上・163 頁。 
255 田村・前掲注 9・112－113 頁参照。 
256 沈躍東「論程序行政行為的可訴性―以規劃環境影響評価公衆参与為視角」行政法学研究 2012
年 3 期 9－16 頁、柳硯涛「論行政訴訟中的利害関係―以原告与第三者資格界分為中心」政法論叢




































                                                  
257 山本隆司「日本における裁量論の変容」判例時報 1933 号（2006 年）13、15 頁参照。 































旧行政訴訟法 54 条 4 号は、「行政処罰が明らかに公正を失っているときは、変更判決を下すがで
きる」と定めた。 










様本的分析」法商研究 2013 年 1 期 61 頁以下、施立棟「被濫用的“濫用職権”―行政判決中濫用
職権審査標準的語義拡張及其成因」政治与法律 2015 年 1 期 93 頁以下参照。 








































                                                  
261 王振宇「行政裁量及其司法審査」人民司法 2009 年 19 期 52－53 頁参照。 
262 中国の司法実務において、判断過程統制の方法を実質的に運用する裁判例が存在するという見
解がある。王天華「行政裁量与判断過程審査方式」清華法学 2009 年 3 期 104－105 頁、王貴松「論
















































































                                                  















































































































































                                                  
264 例えば、磯村篤範「道路建設計画と住民関与」公民論集 5 号（1997 年）97 頁以下、山田洋『道
路環境の計画法理論』（信山社、2004 年）178－202 頁（第 8 章「道路計画と情報公開―ドイツの
現状と将来」）、山崎治「ドイツにおける道路行政と道路建設プロセス」レファレンス 695 号（2008
年）5 頁以下等。 
265 野田・前掲注 52・687－700 頁参照。 
266 例えば、田村・前掲注 9・205 頁以下（第 8 章「広域行政計画と住民参加―河川整備計画手続
を例として」）、礒野弥生「環境に影響を与える行政と参加ルールの形成―河川行政を例として」
現代法学 13 号（2007 年）79 頁以下等。 
267 小幡純子「公物法制における道路法の位置付けと課題」国際交通安全学会誌 35 巻 2 号（2010
年）8－12 頁参照。 
268 関連文献としては、阿部泰隆「震災復興都市計画における住民参加」法律時報 67 巻 9 号（1995
年）6 頁以下、安本典夫「復興まちづくりと住民参加」ジュリスト 1070 号（1995 年）87 頁以下等
が挙げられる。 










                                                  























・遠藤博也『都市計画法 50 講（改訂版）』（有斐閣、1980 年）。 
・遠藤博也『実定行政法』（有斐閣、1989 年）。 
・大塚直『環境法 BASIC（第 2 版）』（有斐閣、2016 年）。 
・大橋洋一『対話型行政法学の創造』（弘文堂、1999 年）。 
・大橋洋一『都市空間制御の法理論』（有斐閣、2008 年）。 
・大橋洋一『行政法 I 現代行政過程論（第 3 版）』（有斐閣、2016 年）。 
・北村秀樹編著『中国の環境問題と法・政策―東アジアの持続可能な発展に向けて』
（法律文化社、2008 年）。 
・北村喜宣『環境法（第 3 版）』（弘文堂、2015 年）。 
・小高剛『住民参加手続の法理』（有斐閣、1977 年）。 
・小澤道一『遂条解説土地収用法・上下（第 3 次改訂版）』（ぎょうせい、2012 年）。 
・塩野宏『行政法Ⅰ行政法総論（第 6 版）』（有斐閣、2015 年）。 


































化か、判例の司法解釈化か」産大法学 40 巻 3・4 号(2007 年) 。 
・池田公隆「二一世紀型公共事業の実現に寄与する土地収用制度の確立に向けて」時
の法令 1658 号（2002 年）。 
・石塚武志「ドイツにおける交通事業計画手続促進立法の検討（1－3・完）」法学論叢








・磯村篤範「道路建設計画と住民関与」公民論集 5 号（1997 年）。 
・稲本洋之助「都市計画制度の再構築―都市計画法改正の意義と新たな課題」法律
時報 66 巻 3 号（1994 年）。 
・上杉信敬「中華人民共和国道路法に関して（Ⅰ－Ⅱ）」東亜経済研究 60 巻 1 号、3 号
（2001 年）。 
・上拂耕生「『中華人民共和国行政訴訟法』の改正について」アドミニストレーション
21 巻 2 号（2015 年）。 
・大久保規子「環境アセスメントにおける参加の現状と課題」環境と公害 27 巻 1 号
（1997 年）。 
・大久保規子「環境公益訴訟と行政訴訟の原告適格―EU 各国における展開」阪大法
学 58 巻 3・4 号 (2008 年)。 
・大久保規子「混迷するドイツの環境団体訴訟―環境・法的救済法 2013 年改正をめ
ぐって」新世代法政策学研究 20 号（2013 年）。 
・大沼洋一「違法性の承継をめぐる最近の動向と若干の検討」駿河台法学 26 巻 2 号
（2013 年）。 
・大沼洋一「原告適格に関する最高裁判決と生活環境をめぐる行政訴訟の動向（上・
下）」駿河台法学 27 巻 1 号（2013 年）、28 巻 1 号（2014 年）。 
・大橋洋一「土地利用規制と救済」論究ジュリスト 12 号（2015 年）。 
・岡田正則「長期にわたる都市計画制限と補償の要否」行政判例百選Ⅱ第 5 版（有斐
閣、2006 年）。 





境法研究第 2 号』（信山社、2014 年）。 
・片田恭平「国家的プロジェクトにおける市民参加制度の導入にかんする一考察―
『外環』の『東京区間』を事例として」都市科学研究 2 号（2008 年）。 
・角松生史「手続過程の公開と参加」磯部力、小早川光郎、芝池義一編『行政法の新
構想 2 行政作用・行政手続・行政情報法』（有斐閣、2008 年）。 
・角松生史「都市計画の構造転換と市民参加」新世代法政策学研究 15 号（2012 年）。 
・金井恵里可「道路事業における住民参加の法政策論」占部祐典、北村喜宣、交告尚
史編『解釈法学と政策法学』（勁草書房、2005 年）。 
・金井恵里可「公道を通行する権利」文教大学国際学部紀要 10 巻 2 号（2000 年）。 




・韓昌善「中国における行政訴訟法の改正について」広島法学 39 巻 2 号（2015 年）。 
・北村秀樹「中国の環境影響評価制度における公衆参加に関する考察」龍谷法学 37 巻
4 号（2005 年）。 
・北村秀樹、富野暉一郎、金紅実、櫻井次郎「中国と日本の環境保全制度と公衆参加
に関する考察―環境影響評価を中心に」国際社会文化研究所紀要 14 号（2012 年）。 
・北村秀樹「中国環境影響評価制度の進展と課題」大塚直編『環境法研究第 2 号』（信
山社、2014 年）。 




究論文集 27 巻（2010 年）。 
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政過程』（有斐閣、1984 年）。 







画策定手続と司法審査」横浜国際経済法学 14 巻 2 号（2005 年）、14 巻 3 号（2006 年）。 
・趙絵宇（丸山明子訳）「化学物質事業の立地選定における中国の市民参加
制度の発展―PX 事業を例にして」宇賀克也編『行政法研究第 12 号』（信山




か？」新世代法政策学研究 16 号（2012 年）。 
・野田崇「大規模施設設置手続と市民―シュツットガルト 21 を巡る議論（1－2・
完）」法と政治 65 巻 2 号、3 号（2014 年）。 
・畠山武道「都市計画道路と行政訴訟―最近の議論をふまえて」自治実務セミナー
47 巻 5 号（2008 年）。 
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・山本隆司「日本における裁量論の変容」判例時報 1933 号（2006 年）。 
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